
・シンポジウムの開催回数は，昨年度に引き続き目標値を上回る２回の開催
②有効性

事業に関す
る社会経済
情勢等

・県内に暮らす外国人は増加傾向にあり，国の留学生30万人構想やEPA（経済連携協定）に関する取組の推進，県内における製
造業の集積等に伴い，今後も県内在住外国人の増加は続くと見られる。

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・外国人県民が増加傾向にある中，多文化共生に対する社会的な必要性が
高まっており，シンポジウム等の実施によって県民の多文化共生への意識高
揚を図ることができ，施策の目的に沿っている。
・県内に暮らす外国人は点在傾向にあり，広域にわたる取組が必要であるこ
とから，県の関与は妥当である。

評価対象年度 平成19年度

125 150

実績値 80 110 140

目標値 100

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・より多くの県民が多文化共生
の地域づくりに主体的に参画
できる社会の構築

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

多文化共生シンポジウム
の参加者数（人）

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

2 2

単位当たり
事業費(千円)

＠3,130 ＠370 ＠277

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 1 1 1

重点事業

平成21年度
決算（見込）

県民
事業費
（千円）

3,130 740 1,402

対象
(何に対して）

年度
平成20年度
決算

手段
（何を
したのか）

・多文化共生シンポジウムの開
催
・多文化共生啓発ツールの作
成・配布

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

多文化共生シンポジウム
の開催（回）

区分
（新規・継続）

継続

平成19年度
決算

実績値 1

区分
（重点・非予算）

事業名 多文化共生・啓発事業（再掲）
担当部局
・課室名

経済商工観光部
国際経済・交流課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

概要
・多文化共生の推進に向けた県民の意識啓発を促す
ため，県民参加型の啓発イベントを開催する。

平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14 施策 33 事業 1

①事業の次年度の方向性 方向性

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・多文化共生の地域づくりについては，徐々に広まりは見られるものの未だ興味を示す県民は限定的で，仙台以外で開催するシンポジウムの参
加者数は低調な状況にある。
（H20：登米60人，石巻50人　H21：仙台100人，気仙沼40人）

方向性の理由・説明

・シンポジウムの開催に当たっては，より多くの参加者を集め高い事業効果が得られるよう，広報活動の強化に努めるとともに，計画リーフレットの
配布や啓発物品の作成・配布を通じ，多角的な啓発を行う。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）

事
業
の
方
向
性
等

維持
・県内在住外国人は今後も増加すると見込まれることから，施策の目的を実
現するために必要な多文化共生の普及啓発を継続して実施する必要があ
る。

ある程度
成果があった

・シンポジウムの開催回数は，昨年度に引き続き目標値を上回る２回の開催
を実現した。また，参加者数は，わずかに目標値には届かなかったものの，昨
年度を大幅に上回る結果となった。また，アンケートの集計結果では，大多数
の参加者がその内容を評価する声を寄せている。
・本事業は施策の目的の実現に貢献し，ある程度成果があったと判断する。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的

・シンポジウムの開催に要した経費は554千円で，単位当たり事業費は前年
度の740千円に比べ277千円と大幅に低下している。
・地域課題に見合った講師を人選しているほか，地元で活躍する住民をパネ
リストとして登用しており，これ以上の謝金や旅費の削減は難しい。
・本事業は効率的に行われたと判断する。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

　
の
　
分
　
析
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14 事業 2

平成19年度
決算

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

多文化共生・多言語化支援事業（再掲）
担当部局
・課室名

経済商工観光部
国際経済・交流課

平成20年度

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・日本語に不自由な外国人の
生活の安心・安全の確保

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

災害時通訳ボランティア
の登録人数（人）

施策 33

事業名

対象
(何に対して）

年度

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

概要
・災害発生時に外国人県民等へ必要な情報を確実に
伝達するため，多言語化支援を行う。

平成21年度

平成21年度
決算（見込）

外国人県民等
事業費
（千円）

2,407 2,552 3,662

平成20年度
決算

指標測定年度 平成19年度

2 1

単位当たり
事業費(千円)

＠253

目標値 2 2 2手段
（何を
したのか）

・災害時通訳ボランティアの確
保・養成
・災害時外国人サポート・ウェ
ブ・システムの運用
・災害時多言語支援ツールの
作成・配布

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

災害時通訳ボランティア
の募集（回）

平成20年度 平成21年度

＠157 ＠308

実績値 2

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

評価対象年度 平成19年度

90 90

実績値 95 75 86

目標値 90

事業に関す
る社会経済
情勢等

・宮城県沖地震の発生確率は年々高まっており，大規模災害の被害を最小限に食い止めるための十分な対策が急務となってい
る。

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・災害時の通訳ボランティアの確保や多言語支援ツールの作成・配布によっ
て，災害時における外国人の支援体制の充実を図ることができ，施策の目的
や社会経済情勢等に沿っている。
・災害対策については，市町村単位では限界があり，広域的な支援体制が求
められることから，県の関与は妥当である。

・災害時通訳ボランティアの募集回数は目標値を下回ったが，登録前研修会
②有効性

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

　
の
　
分
　
析

ある程度
成果があった

・災害時通訳ボランティアの募集回数は目標値を下回ったが，登録前研修会
を他の通訳サポーターのブラッシュアップ研修会と同時に開催するなど，より
効果的な募集活動に努めた結果，登録人数は，目標値にはわずかに及ばな
かったものの，前年度を上回る86名の確保に成功した。
・本事業は施策目的の実現に貢献し，ある程度成果があったと判断する。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的

・募集回数が減少したことで，単位当たり事業費は高まったが，災害時通訳ボ
ランティアの整備に要した経費は，前年度（314千円）を下回る308千円であっ
た。
・各経費の節減とともに，募集方法の工夫により昨年度を上回る数のボラン
ティアを確保することができた。
・本事業は概ね効率的に行われたと判断する。

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

・より多くの災害時通訳ボランティアの確保・養成に努め，各地で開催される防災訓練等への派遣を通じ，ボランティアの技術向上を図る。
・気象情報の見直し（5月27日施行）に対応するなど，サポート・ウェブ・システムの安定的な運用に努めるとともに，シンポジウム等を通じ，より多く
の利用登録を呼び掛ける。
・各種研修会等の場を通じ，市町村等に対し災害時多言語情報支援ツールの積極的活用を呼び掛ける。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）

事
業
の
方
向
性
等

維持
・日本語に不自由な外国人県民等に必要な情報を確実に伝達するために
は，多言語化支援は施策の目的を実現するために不可欠な事業なので，継
続して実施する必要がある。

①事業の次年度の方向性 方向性

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・災害時通訳ボランティアの機能性を高めるため，派遣・連絡体制の確立と，研修や訓練等を通じたボランティアの技術向上を図る必要がある。
・サポート・ウェブ・システムの十分なメンテナンスと確実な運用に努め，システムトラブルの未然防止を図る必要がある。
・市町村等に対し，災害時多言語情報支援ツールの活用を呼び掛け，多言語による情報提供を一層促す必要がある。

方向性の理由・説明
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事業に関す
る社会経済
情勢等

・宮城県沖地震の発生確率は，10年以内で70％程度，20年以内で90％程度以上，30年以内で99％（文部科学省地震調査研究推
進本部地震調査委員会）と予想されており，大規模災害時の被害を最小限にするには，「自助」「共助」に根ざした地域防災力の一
層の強化が求められる。

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・災害時の人命救助を円滑に行うためには，その地域の実情に応じた個別マ
ニュアルの必要性は高く，地域ぐるみの防災体制の充実という施策に沿って
いる。
・未策定の市町村に対する普及啓発，また，実効性のあるマニュアル策定の
ためには，県からの先進事例などの情報提供や助言などの支援が必要であ
り，県の関与は妥当である。

②有効性

9 35

実績値 3 8 26

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・個別マニュアルの策定

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

個別マニュアル策定市町
村数（箇所）（累計）

評価対象年度 平成19年度

目標値 3

実績値 1 1 3

単位当たり
事業費(千円)

－ － －

平成20年度 平成21年度

目標値 1 1 1

事業費
（千円）

0 0 0

手段
（何を
したのか）

・県災害時要援護者支援ガイ
ドラインの市町村職員への説
明
・個別マニュアル策定及び福
祉医避難所の指定に関して市
町村への助言・支援
・関係団体等への説明・資料
提供などの普及啓発

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

説明会の回数（回）

指標測定年度 平成19年度

区分
（重点・非予算）

非予算的手法

概要
・災害時要援護者支援の一環として，市町村が実施
する個別マニュアルの策定及び福祉避難所の指定に
関して支援を行う。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

市町村

事業名 災害時要援護者支援事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
保健福祉総務課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

区分
（新規・継続）

継続

平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14 施策 33 事業 3

・未策定の市町村の解消に加え，市町村職員とともに課題解決に向けた対策を具体的に進めるため出前講座などの機会を捉えて，普及啓発を
行うとともに，その他関係機関と連携しながら，実践事例を積み重ね，地域住民等関係者の理解と協力を得られるよう取り組んでいく。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）

維持

・ある程度の成果が上がっているものの，未策定の市町村があるため，その解
消に向け，支援を継続して実施する必要がある。
・策定済みの市町村に対しても，マニュアルの見直しなど，より実効性のある
内容へ更新するための支援が必要である。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・既策定マニュアルに基づき，さらに要援護者一人一人に応じた個別の避難支援プランづくりが求められているが，個人情報，プライバシー保護
の観点から，関係者等の協力が得られず策定が進まない状況も見られる。
・避難後の避難所生活において，要援護者の中には，一般的な避難所では生活に支障を来たす方もいるため，特別な配慮をする必要がある。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

ある程度
成果があった

・策定した市町村が増えてきており，事業の効果が認められ，施策の目的の
実現に貢献できている。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

－ －

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

　
の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14 施策 33 事業 4

事業名 災害ボランティア受入体制整備事業
担当部局
・課室名

保健福祉部
社会福祉課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・大規模災害時に県内外から駆けつけるボランティア
の受入れが円滑，効果的かつ安全に行われるよう，災
害ボランティアセンターが迅速に設置できる体制の整
備や災害ボランティアセンター運営スタッフの育成・確
保等を実施する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

県民
事業費
（千円）

7,714 7,763 8,672

手段
（何を
したのか）

・災害ボランティアコーディ
ネーター養成研修の開催
・災害ボランティアセンターの
運営・情報発信・関係機関との
連携等

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

災害ボランティアコーディ
ネーター養成研修受講
者数（人）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 170人 170人 170人

実績値 124人 230人 203人

単位当たり
事業費(千円)

＠4.0 ＠2.7 ＠2.0

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・災害ボランティアコーディ
ネーターの養成

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

災害ボランティアコーディ
ネーター養成研修受講
者数（人）〔累計〕

評価対象年度 平成19年度

目標値 860人

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

1,030人 1,200人

実績値 822人 1,052人 1,255人

事業に関す
る社会経済
情勢等

・宮城県沖地震の発生確率は，今後10年以内で７０％程度，２０年以内で９０％程度以上，３０年以内で９９％であると予測されてい
る。（地震調査研究推進本部：評価基準平成22年1月1日）地震調査研究推進本部

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・宮城県沖地震の発生が高い確率で予測される中，効果的な災害ボランティ
ア受入体制整備体制の確立を図ることが求められており，必要性が高い事業
である。
・震災対策推進条例，県地域防災計画及び覚書により，県としての支援を
担っており，関与は妥当である。

②有効性

・平成21年度には，203人の受講者が災害ボランティアセンターの運営方法
等に関する研修に参加する他，新たに，運営の中核を担う市町村社協職員と　

の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった

等に関する研修に参加する他，新たに，運営の中核を担う市町村社協職員と
市町村職員との合同による研修（受講者：112人）を実施し，災害ボランティア
の受入体制強化を図った。また，災害ボランティアセンター設置運営訓練（6
回：488人）の実施，災害ボランティアシンポジウム（384名参加）の開催及び
ホームページによる情報発信等により県民意識の啓発を図っており，本事業
は施策目的の実現に貢献し，成果があったと判断する。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的

・事業費には災害ボランティアコーディネーター養成研修に係る経費の他，
災害ボランティアセンター運営費，情報発信に係る経費等が含まれている。
・事業の実施にあたっては，経費等について十分に精査を行っており，効率
的に行われている。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

維持
・災害ボランティアの受入れ体制整備には，運営スタッフ等への継続的な研
修を実施するとともに，災害ボランティア活動に対する県民等への意識啓発
の促進を図ることが必要であるため，事業を継続する。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・災害時のボランティア活動を円滑に実施するためには，災害ボランティアセンターの運営スタッフ等のスキルアップを図るとともに，被災住民の
「受援力」を高める必要がある。
・大規模災害発生時，被災地の社会福祉協議会では，職員本人の被災，ボランティア活動以外の災害対応等により，災害ボランティアセンター
の運営に支障をきたすことが予測されるため，被災地外から被災地に駆けつけ，災害ボランティアセンターの運営等について支援を行うアドバイ
ザーとなる人材を育成する必要がある。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・災害ボランティアセンターの運営スタッフ等を養成する研修を継続的に実施するほか，一般県民を対象とする「シンポジウム」・「研修」・「訓練」
等では，被災住民の「受援力」について周知を図る。
・「災害ボランティアセンターアドバイザー育成講座」を実施して，災害ボランティアセンターの設置・運営支援や連絡調整，プログラム開発等に
ついてアドバイスを行うことができる人材の育成を図る。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）
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事業に関す
る社会経済
情勢等

・宮城県沖地震の発生確率は，10年以内では70％程度，20年以内では90％程度以上，30年以内で99％（文部科学省地震調査研
究推進本部地震調査委員会）と予想されており，大規模災害時の被害を最小限にするには，「自助」「共助」に根ざした地域防災力
の一層の強化が求められる。

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・大規模災害時において，応急活動に必要な物資等を迅速かつ円滑に調達
するためには，事前の調達先確保が重要であり，そのための「災害時支援目
録」は必要である。
・大規模災害時の応急活動は，県，市町村及び消防関係機関が協力して行
なう必要があり，ホームページでの公表や会議での周知を通じて，これら関係
機関と情報の共有化を図っている。

②有効性

－ 80

実績値 60 67 77

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・災害支援目録の募集企業の
充実

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

災害支援目録登録団体
（団体）（累計）

評価対象年度 平成19年度

目標値 －

実績値 60 67 77

単位当たり
事業費(千円)

－ － －

平成20年度 平成21年度

目標値 － － 80

事業費
（千円）

0 0 0

手段
（何を
したのか）

・災害支援目録の募集・登録
を行う。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

災害支援目録登録団体
（団体）（累計）

指標測定年度 平成19年度

区分
（重点・非予算）

非予算的手法

概要

・大規模災害発生時において，市町村及び消防関係
機関が行う応急活動に必要な物資や防災資機材等
の緊急調達を円滑に行うため，あらかじめ支援項目や
その調達先等の各種情報を企業等から募集し，「災害
支援目録」を作成する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

市町村

事業名 災害支援目録登録の充実
担当部局
・課室名

総務部
危機対策課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

区分
（新規・継続）

継続

平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14 施策 33 事業 5

・登録制度の一層の普及に努めて，登録企業数の充実に努めていきたい。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）

維持
・大規模災害時における応急活動の実施に際し，必要な事業であることから，
事業を継続していく。
・また，当該事業は全国の先進事例となっており統合できる他の事業はない。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・ホームページや会議等を通じて，登録制度の普及に努めているところであるが，なお一層の普及に努めていきたい。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

ある程度
成果があった

・「災害時支援目録」への登録企業数が若干ではあるが増加している。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

－ ―

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

　
の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14 施策 33 事業 6

事業名 防災リーダー養成事業（地域防災力向上支援事業）
担当部局
・課室名

総務部
危機対策課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・防災リーダー(宮城県防災指導員）養成講習を開催
し，地域における防災の中心を担う人材を育成し，自
主防災組織の活性化に資するとともに，防災シンポジ
ウムを開催するなど震災に立ち向かう気運を醸成す
る。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

県民
事業費
（千円）

2,700 1,688 5,297

手段
（何を
したのか）

・防災リーダー養成講習の開
催
・防災フォーラムの開催
・出前講座の開催

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

講習開催件数（回）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 3 9 20

実績値 3 9 20

単位当たり
事業費(千円)

＠300.0 ＠187.0 ＠264.9

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・県民総ぐるみで宮城県沖地
震等の大規模災害に立ち向
かう防災体制を築く

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

講習受講者数（人）

評価対象年度 平成19年度

目標値 150

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

450 900

実績値 205 531 908

事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成２０年６月の「岩手・宮城内陸地震」や，平成２２年２月の「チリ中部沿岸地震に伴う津波」により，県民の地震に対する防災意
識は高まっている。

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・昭和５３年に県内での死者２７人を数えた宮城県沖地震から３０年となるが，
宮城県沖地震の平均発生周期が約３７年であることから，発生確率が公表さ
れている地震では，最も切迫性が高いものとなっている。県民の生命を守るこ
とは，自治体としての県の責務である。

②有効性
　
の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

成果があった
・防災リーダー養成研修を２０回開催し，９０８名の受講を得た。
・出前講座を２４回開催し、１，３４５名の参加を得た。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・概ね効率的であるが，講習テキスト代の一部を有償とするなど，単位あたり
事業費の低減に努めている。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

拡充
・成果指標は，切迫する宮城県沖地震を踏まえた目標値となっており，地域
の防災力の強化を目指すには，自主防災組織の一層の活性化が求められる
ことから，事業を拡充していく。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・総合的な地域防災力の向上を図るには，地域住民、企業、事業所が一丸となって取り組み，地域総ぐるみでの防災体制を築いていく必要があ
る。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・地域住民のほか，企業や事業所も対象とした養成講習を拡大して展開していく。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）
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・平成２０年度に策定した「宮城県消防広域化推進計画」に基づき，各ブロッ
クにおいて理解を促す会議等を開催した。
・県南及び県中ブロックにおいては，消防広域化の効果・課題を検討する会

事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成18年6月14日に消防組織法の一部改正により「第四章　市町村の消防の広域化」が追加され，平成18年7月12日に消防庁長
官の定める「市町村の消防の広域化に関する基本指針」が告示され，都道府県は平成19年度中に消防広域化推進計画を策定し，
広域対象市町村は平成24年度末までに広域消防運営計画を作成し，消防の広域化を実現することとされた。

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・消防組織法第33条において「推進計画及び都道府県知事の関与」として県
の役割が明記されている。

②有効性

－ －

実績値 － － －

目標値 －

指標測定年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

評価対象年度 平成19年度

手段
（何を
したのか）

・消防広域化の説明，意見交
換等の実施
・宮城県消防広域化検討会議
の開催
・宮城県消防広域化推進計画
の策定
・各ブロックにおける説明会，
勉強会等の開催

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

－

平成20年度 平成21年度

－ －

実績値 － － －

単位当たり
事業費(千円)

－

目標値 － － －

指標測定年度 平成　　年度 平成　　年度 平成　　年度

平成21年度
決算（見込）

市町村
一部事務組合

事業費
（千円）

224 180 48

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

概要

・市町村の消防の広域化を促進するため，宮城県消
防広域化推進計画を策定するとともに，広域化対象
市町村による「広消防運営計画」の作成及び広域化
の実現を支援する。

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・広域化対象市町村が「広域
消防運営計画」を作成し，広
域化を実現する。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

－

施策 33 事業 7

区分
（新規・継続）

継続 区分
（重点・非予算）

重点事業

事業名 消防広域化促進事業
担当部局
・課室名

総務部
消防課

平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14

・広域化の各ブロックにおいて，消防広域化の効果・課題を検討する会議を開催し，広域化に向けた具体的検討を行うことにより，市町村長及び
消防職員の広域化に対する理解を促し，協議会等への進展について支援を行っていく。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）

事
業
の
方
向
性
等

維持
・ある程度事業の成果があがっており，施策の目的を実現するために不可欠
な事業なので事業を継続し，理解の促進に努める。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・各市町村長において消防広域化に対する考えに相違があり，理解の促進に時間を要している。
・市町村合併を果たした市等において直ぐにの広域化に難色を示しており，広域化への理解が示されなければ，「宮城県消防広域化推進計画」
の広域化の枠組みの見直し等の改正も検討する必要がある。

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

ある程度
成果があった

・県南及び県中ブロックにおいては，消防広域化の効果・課題を検討する会
議を開催し，広域化に向けた具体的検討を行うことにより，市町村長及び消
防職員の広域化に対する理解を促している。
・県北ブロックにおいては，消防広域化の効果・課題を検討する会議を開催
するに至らず，情報交換会を開催し，県内の情報及び各消防本部の状況に
ついて情報の共有化を図っている。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的
・消防の広域化については，地方交付税措置がなされているとともに，消防庁
におけるヒアリングへの出席旅費等，最低限の支出に抑えている。

方向性の理由・説明①事業の次年度の方向性 方向性

　
の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。
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事業に関す
る社会経済
情勢等

・宮城県沖地震は平成21年から30年以内の発生確率が99%であると予想されている。（地震調査研究推進本部地震調査委員会）
・BCPガイドラインの公表⇒「事業継続ガイドライン」（平成17年8月,内閣府），「中小企業BCP策定運用指針」（平成18年2月,中小企業庁）
・県内企業のＢＣＰ認知度（平成20年6月,宮城県調査<回答企業数661社>）⇒①「聞いたこともあり意味も理解している」30.3%(200
社)，②「聞いたことはあるが，意味は理解していない」25.1%（166社）③，「聞いたことがない」43.1%(285社)

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当

・近い将来発生することが確実視されている宮城県沖地震による自然災害，
また火災などの事故は，被害企業の経営に深刻な損害を与えるだけでなく，
取引先・顧客への損失を連鎖的に発生させ，ひいては企業の信用失墜に繋
がる。このような背景から，自然災害など不測の事態に遭遇した際，企業の
存続を可能とするＢＣＰは，大企業においては導入が進んでおり，取引先を
構成する県内中小企業者の対応も求められようとしている。
・県内企業のBCPに対する認知度は徐々に高まっているが，引き続き県が普
及啓発を行うことは，県内企業の防災体制の強化，企業価値の向上，ひいて
は災害後の地域産業・雇用の維持確保等の見地から必要である。特に中小
企業に対しては，早急な事業継続力のレベルアップのため，一定期間県が
主導して支援する必要がある。

550 800

実績値 316 819 1,222

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・自然災害等の緊急事態発生
時における県内中小企業の事
業継続力を高める。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

・出前講座（講習会）及び
セミナー等受講企業数
（社）（累計）

（新型インフルエンザに
特化したものは除く）

評価対象年度 平成19年度

目標値 300

実績値 14 22 23

単位当たり
事業費(千円)

＠7.4 ＠5.4 ＠12.0

平成20年度 平成21年度

目標値 15 13 13

事業費
（千円）

224 385 4,161

手段
（何を
したのか）

・BCPに対する知識，理解を
深めるための出前講座の開催
・ＢＣＰの取り組み促進のため
に策定した「宮城県緊急時企
業存続計画作業手順」の解
説・普及
・専門家によるセミナー開催
・中小企業向けの専門家派遣

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

・出前講座（講習会）及び
セミナー等開催数（回）

（新型インフルエンザに
特化したものは除く）

指標測定年度 平成19年度

区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・地震や火災など企業の事業中断を最短にとどめ被
害を軽減するBCP（緊急時企業存続計画）の普及・啓
発のため，県内中小企業者等に対し講習会，セミ
ナー等を実施する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

中小企業者

事業名 中小企業BCP策定支援事業
担当部局
・課室名

経済商工観光部
商工経営支援課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

区分
（新規・継続）

継続

平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14 施策 33 事業 8

・当初から設定している平成19～21年度の成果指標は達成したが，引き続き複数の企業が集合した場での出前講座の開催を促し，平成25年
度までで1,500社の受講企業数を目指す。
・企業内研修会等（経営者，従業員向け）の機会を使った出前講座開催を促し，専門家派遣の利用に繋げ，具体的な事業継続の取り組みが進
めるられるように県内中小企業をサポートしていく。
・県内中小企業の事業継続の取り組みに関する相談に応じることができる指導的立場の人材を育成する。
・平成22年度に実施する県内事業所のBCP，事業継続の取り組みに関するアンケート調査の結果を踏まえ，これまで展開してきた事業の成果
を検証し，新たな展開方策で事業を実施する。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）

拡充
・切迫度合いを増した宮城県沖地震，また，最近では，新型インフルエンザ
への対処など，大企業におけるＢＣＰ策定の潮流から，なお一層の県内中小
企業者へのＢＣＰ普及・啓発，策定支援を引き続き実施する必要がある。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・平成20年の秋からの急激な景気低迷により，事業継続に関心がある企業でも売上の確保，本来の業務により注力せざるを得ず，事業継続に
関する取り組みに手が回らない状況になっていると推察される。
・中小企業BCP専門家派遣は，経費の一部に企業側負担があるためか，要望が低調であった。
・BCPにおけるリスク想定範囲が，地震や水害等の自然災害に留まらず，新型インフルエンザ等の感染症，システム障害など広範囲に渡る。
・県内にBC（事業継続）に関する専門家が殆どいない。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

ある程度
成果があった

・県の広報媒体をはじめ，様々な広報機会を積極的に活用し，BCP概要及び
県の出前講座等実施等を周知してきたことにより，県内中小企業のBCPに対
する認知度が向上し，また，平成21年度までの目標であった「出前講座等企
業数累計800社参加」を大きく上回ることができた。
・中小企業BCP専門家派遣事業として，3社に対し専門家を派遣し，BCP策
定に向けた具体的なアドバイスを行った。
・平成21年度は，新型インフルエンザの流行があったことから，新型インフル
エンザに対応する事業継続の取り組みを促すため，専門家によるセミナーを
6回，模擬訓練を実施し，それぞれ163社，30社の参加があった（成果指標に
は含めていない）。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

効率的

・BCPの普及・啓発に当たっては，職員が事業継続初級管理者資格（非営利
活動法人事業継続推進機構実施）を取得して出前講座で対応し，コストダウ
ンを図っている。
・出前講座対応にあっては，極力公用車を使用し，経費の節減を図った。
1回あたり0.6千円，模擬訓練を含めても，11.3千円で実施することができ，事
業は効率的に行われていると判断する。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

　
の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。
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平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 事業分析シート 政策 14 施策 33 事業 9

事業名 中山間地等非常時通信確保事業
担当部局
・課室名

総務部
危機対策課

事
　
業
　
の
　
状
　
況

施策番号・
施策名 33 地域ぐるみの防災体制の充実

区分
（新規・継続）

新規 区分
（重点・非予算）

重点事業

概要

・孤立する可能性のある集落は県内でおよそ２４１集
落であるが、通信手段を有する集落は約３０％に留
まっており、内陸型地震では農村集落の孤立が、海溝
型地震では漁村集落の孤立が懸念されるため、情報
伝達手段を確保する。

対象
(何に対して）

年度
平成19年度
決算

平成20年度
決算

平成21年度
決算（見込）

孤立集落の住民
等

事業費
（千円）

－ － 2,994

手段
（何を
したのか）

・大規模災害時に孤立可能性
のある集落のうち、情報通信
手段が確保されていない集落
を対象として、衛星携帯機器
等を整備する市町村に対し補
助を行う。

活動指標
名（単位）
※手段に対応
※１事業につき
１指標

配備数（台）

指標測定年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

目標値 － － 60

実績値 － － 23

単位当たり
事業費(千円)

－ － ＠130.2

目的
（対象をどの
ような状態に
したいのか）

・大規模災害時における孤立
可能性のある集落の情報伝達
体制を確保し、被災時の応急
救助活動の迅速化を期す。

成果指標
名（単位）
※目的に対応
※１事業につき
１指標

情報伝達が確保されてい
る孤立集落の割合（％）

評価対象年度 平成19年度

目標値 －

平成20年度 平成21年度

指標測定年度 平成　　年度 平成　　年度 平成21年度

－ 56

実績値 － － 35

事業に関す
る社会経済
情勢等

・平成２１年６月１４日の岩手・宮城内陸地震では、土砂崩壊を起因とする道路の寸断などから集落の孤立が発生し、固定電話の断
線などで、被害状況の伝達に障害があった。

事
　
業
　

項目 分析 分析の理由

①必要性
・施策の目的や社会経済情勢等に沿った事
業か。
・県の関与は妥当か。

妥当
・岩手・宮城内陸地震における孤立集落が発生し，被害状況の伝達に障害が
あった教訓を踏まえ，当面の連絡手段の確保を目指した事業である。

②有効性
　
の
　
分
　
析

②有効性
・成果指標又は活動指標の状況から見て，
事業の成果はあったか。
・施策の目的の実現に貢献したか。

ある程度
成果があった

・県内の孤立可能性のある農村集落、漁村集落を配備対象としたが，岩手・
宮城内陸地震の震源に近い市町を中心に整備が進んだ。

③効率性
・単位当たり事業費の状況等から見て，事業
は効率的に行われたか。

概ね効率的
・衛星携帯機器等を整備する市町村に対し，１台当たりの整備費の上限を３０
万円として、その１／２を補助する枠組みである。

事
業
の
方
向
性
等

①事業の次年度の方向性 方向性 方向性の理由・説明

・継続すべき事業か。事業の成果や効率性
の向上のために他の事業と統合する必要等
はないか。

廃止

・市町村との協調の下に，当面の情報伝達手段の確保に向けて衛星携帯電
話の導入を促す事業として整備を希望する市町村に対して補助を実施したこ
と，及び情報伝達手段としては衛星携帯電話の他にもMＣA無線や消防無線
を活用する方法もあることから廃止とする。

②事業を進める上での課題等 ※事業が直面する課題や改善が必要な事項等

・情報伝達手段としては、有線、無線、衛星など技術の進歩と共に多様化しており，的確な対応をしていく必要がある。また，市町村においては
消防，防災無線のデジタル化への対応が迫られている。

③次年度の対応方針 ※課題等への対応方針

・無線通信のデジタル化を図る事業の中で，孤立集落を念頭に置きつつ情報伝達手段の確保を進めていく。

※次年度（「事業の方向性等」欄）＝平成23年度（評価実施年度の次年度）
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